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視点

　本稿を執筆しているちょうど今、ブラジル

ではサッカーワールドカップが開催されてい

る。大会前、テレビではサッカー関連の特集

番組がいくつも放送されたが、前回大会で優

勝したスペイン代表チームの強さを科学的に

解明しようという「NHKスペシャル」は非

常に興味深いものだった。

　スペイン代表チームは速いパス回しで相手

ディフェンスを崩しゴールを奪う。他の強豪

国のボール支配率が平均48％であるのに対し

スペインは70％という高さだそうだ。そのス

ペインの司令塔がシャビ・エルナンデスであ

る。ある試合、スペイン代表のパス成功率は

93％という驚異的な数字で、その 3分の 1は

シャビ経由だったという。

　FIFA（国際サッカー連盟）が2009年から

2012年まで 4年連続で世界最優秀選手に選ん

だアルゼンチンのリオネル・メッシは「シャ

ビにしか見えないパスコースがある。彼は試

合を思いどおりに動かすことができる」と言

い、シャビ自身「自分はピッチの上の全てが

見える」と言う。シャビが見ている風景は、

何をどのように可視化することによって得ら

れているのだろうか。

　われわれの身の回りには、可視化に貢献す

る道具がたくさんある。最初に思い浮かんだ

のは鏡である。鏡の起源はおそらく水面で、

やがて青銅などを用いた金属鏡が作られるよ

うになった。現存する最古の金属鏡は、紀元

前2800年ころにエジプトで作られたもので、

ガラスの裏側に銀メッキを施した現在の鏡の

形になったのは19世紀前半のことという。鏡

は自分自身の姿を可視化するとともに、曲が

り角の向こう側や自分の後ろ姿のように、自

分からは見えない情景を映し出す道具として

身の回りの至るところに存在する。

　身の回りの至るところにあるといえば、直

接見ることのできない “時間” を見せてくれ

る時計も同様である。時計の起源は日時計

で、これも古代エジプトが始まりのようだ。

その後、夜間でも使える水時計や砂時計が作

られ、やがて機械式の時計が生まれた。近年

は電子式の時計が全盛である。

　もし仮に、時計の技術が古代エジプトから

進歩していなかったら、どのような世の中に

なっているだろうか。朝、目覚まし時計の音

で起こされるようなことはないが、駅に行っ

てもいつ電車が来るか分からない（そもそも

時計が進歩していなければ電車も発明されて

いるわけはないが）。そういう世界で、私た

ちは大ざっぱな時間の単位で生活し物事を考

えるしかないだろう。時間が時・分・秒とい

う単位で詳細に可視化されれば、人々はそ

れに合わせた時間の使い方や考え方をする。

100メートル走の世界記録が更新されるのも、

100分の 1秒といった時間が可視化されたか

らである。時間を効率的に使える便利な世の

中になったのも、時間が可視化されたからと

いってよかろう。

司令塔
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　楽譜は、耳で聞く音楽を目で見て理解でき

るようにしたものである。楽譜は古代ギリシ

ャの時代から存在し、時代が進むにつれて記

譜法も変化した。現在の五線譜に落ち着いた

のは17世紀に入ってからのようである。蓄音

器が発明されたのは19世紀の後半なので、も

し楽譜がなかったら、例えばモーツァルトや

ベートーベンなどの作品を正確に現代に伝え

ることは難しかったに違いない。また、レコ

ードやCDなどがあっても、演奏するために

楽譜は欠かせない。楽譜は、時代を超えて人

類の文化・芸術を記録し後世に伝えるための

可視化の道具である。

　可視化の道具についてこのように整理して

みると、可視化の役割も見えてくる。1つは、

人間が見ることが難しい事象を直接目で見ら

れるようにして人間の思考や判断を助ける役

割である。鏡や時計、顕微鏡、地図などの役

割がこれに当たる。もう 1つは人間同士のコ

ミュニケーションを助ける役割である。あら

かじめ定められた記号などを利用して事象を

表現することで、複数の人間でその事象を共

有することが可能になる。文字や楽譜などに

この役割がある。

　話をスペイン代表の司令塔、シャビに戻そ

う。シャビにしか見えないパスコースがある

のはなぜだろうか。「NHKスペシャル」によ

ると、シャビは試合中、他の選手に比べては

るかに多く首を振って、常に先を読むために

視線を動かしている。脳のどの部分をよく使

うかという実験では、パスコース選択の際、

日本人選手が主に前頭前野を使うのに対し、

シャビは大脳基底核を使うことが分かった。

前頭前野は何かを考えたり意思決定したりす

る際に使われる場所であり、大脳基底核は繰

り返し行った経験や知識を長期的に記憶する

場所だという。シャビの大脳基底核には過去

の経験がパターンとして蓄積されていて、ピ

ッチの情報を目から取り入れ、脳に蓄積され

たパターンから目の前の状況に最もふさわし

い一手を瞬時に選び出すことができるのだ。

　企業にも、経営トップから若手リーダーま

で、司令塔の役割を持つ複数の人間がいる。

一見すると同じような企業活動にも巧拙があ

るとすれば、それはそれらの司令塔がどれだ

け能力を発揮できるかにかかっていよう。司

令塔は、自分自身と周囲の環境を正しく認識

し、素早く最適な判断を行わなければならな

い。組織の経験をパターン化して蓄積してい

くことも必要である。そのために求められる

のが、使いやすい可視化の道具なのである。

　自社の置かれた状況や強み・弱みを認識さ

せ、マーケットを正確に映し出してくれる鏡

はどこにあり、行動の時間軸を決める時計は

どこにあるのだろうか。企業の経験や価値観

を共有するための楽譜はどのように描けばよ

いだろうか。今号の特集からこれらのヒント

が見つかれば幸いである。 ■

野村総合研究所
常務執行役員
サービス・産業ソリューション第一事業本部長
滝本雅樹（たきもとまさき）
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特　集　［ダイナミックアナリティクスの活用］

データ分析の新たな潮流
─注目される“ダイナミックアナリティクス”─

　近年のビッグデータブームを背景に、多くの企業で、販売・マーケティング、物流、生産

などの業務をデータ分析によって高度化しようとしている。本稿では、単なるデータ分析を

超えてデータを経営に生かすための “アナリティクス” の必要性と、それを可能にする “ダ

イナミックな可視化” について、その実践における課題とともに考察する。

データ分析の効果への疑問

　“可視化” や “見える化” をキーワードと

して、企業は管理精度向上や意思決定の迅速

化といった目標を掲げ、収益・生産性・稼働

状況等々の事業活動の実態を分析するための

システム投資を行ってきた。またSCM（サ

プライチェーン管理）やマーケティングなど

の分野では、早くからデータ分析や統計解析

が盛んに行われている。さらに、ここ数年の

企業におけるビッグデータ蓄積とデータ処理

技術の進化を背景に、経営や事業に関わるデ

ータ分析・活用に取り組む企業が多い。

　しかしながら、多くの企業が多額の投資を

行ってデータ整備やプレゼンテーション（集

計表、グラフ、チャートなど）の作成に労力

をつぎ込む一方で、果たしてどれほどの企業

が効果を上げているだろうか。実際、コンサ

ルティング活動をしていて、データ分析の結

果が経営や事業の意思決定につながらないと

いった問題意識や反省の声を聞くことが少な

くない。専門組織を設置したり、外部パート

ナーを利用したりして得られたデータ分析の

結果が、経営や事業部門に受け入れられない

というのである。

現状のデータ分析の問題点

　データ分析が期待した効果を上げられない

とすれば、それには主に以下の 3つの要因が

あると思われる。

①データの“個性”を捉えきれない

　分析の対象である個々の業務データには、

それぞれ “個性” がある。月末締めの損益デ

ータや、複数のアイテムを束ねたカテゴリー

単位のデータは、大まかな特徴をつかむため

には有効だが、その時点ですでに “個性” が

丸められている。個々の現場業務に明るくな

い分析担当者の場合、この “個性” の存在に

気付かず、丸められた集計データを前提に分

析し、結論を導き出してしまうことが多い。

　また、統計解析手法は、個々のデータが正

規分布しているなどの前提の下で成立するこ

とが多いが、実際の業務データがきれいに分

布していることはまれである。そのため、従

来のデータ分析でデータの “個性” を捉える

ことには限界があるといえる。

　これらの理由により、そもそも有意義な分

析結果が得られないケースは多い。

②過去の経験則にしばられる

　われわれがコンサルティング活動の一環で

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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データ分析をしていると、顧客も気付いてい

ない問題を発見することがある。顧客の多種

多様で大量のデータを可視化しながら分析す

る過程で、顧客の経験則とは異なる実態が浮

かび上がるのである。これは、集計されたデ

ータ（サマリー）を分析するのではなく個々

のデータの集合体として全体を可視化し、同

時にさまざまな切り口で仮説検証や “思考錯

誤” をすることによってのみ可能となる。

　分析担当者が以前から持っている仮説や、

仮説を導き出す過程で必要となる分析の切り

口が十分でない場合、分析結果は過去の経験

則から導かれる結果の域を出ない。想定内の

結果しか得られなければ、新規性がないとし

て分析活動に対する評価も上がらない。

③理論と実務の間に壁がある

　データ分析担当者から、意思決定者の行動

につながらないことへの不満を聞くことも多

い。統計解析の手法を駆使し、現場の経験や

勘では導き出せなかった結論を出したのに、

なぜ経営や現場は実行に移さないのかという

のである。

　しかし、経営や実務責任者の立場も理解で

きる。分析結果を基に何らかの行動を起こす

ことには当然ながらコスト・負荷・リスクが

伴い、それに責任を負うのは経営や実務責任
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特　集　［ダイナミックアナリティクスの活用］

　業務の改善を継続的に進め効果を上げていくためには、何よりその業務の実態を正確に把

握して適切な対策を講じることが肝要である。しかしそれには情報をさまざまな切り口で見

ていくことが必要であり、それは決して容易ではない。本稿では、“ダイナミックな可視化”

を取り入れることでそうした状況を打開した事例を紹介し、可視化の有効性を検証する。

“ダイナミックな可視化”の効果

　従来、例えばサプライチェーンのロスの実

態を正確に把握しようとする場合、想定され

るロス発生の原因に応じて、その都度、販売

実績や生産実績などのデータを取得し、グラ

フ化するなどして分析する必要があった。し

かしこれはかなり手間のかかる作業であり、

データをどのようにグラフ化するかによって

実態把握の精度も左右されるといった問題が

あった。これに対して本稿で述べる “ダイナ

ミックな可視化” は、そうした手間をかける

ことなく、分析フローに沿ってマウスクリッ

クを繰り返すだけで、業務の実態を視覚的に

分かりやすく表現するものである。迅速な実

態把握が可能となることで、収益改善の機会

も得やすくなる。

　以下で、ダイナミックな可視化を取り入れ

て効果を上げた 2つの事例を紹介する。

SCMにおける可視化の事例

　製造業のA社は、SCM（サプライチェーン

管理）に新しい業務ロジックを組み込んだシ

ステムを導入し、組織や各種ルールも変更し

て大掛かりな業務改革に取り組んでいた。こ

れにより、欠品や在庫、緊急転送などのロス

を大幅に削減することに成功した。しかし、

成果はそこで頭打ちとなり、ロスをなくすこ

とができない状態が続いていた。A社は、自

社のサプライチェーンで何が起きているのか

を正確に把握できていなければ課題がどこに

あるのかが分からず適切な対策が打てないと

考え、正確かつ瞬時に全体を可視化するため

のシステムを構築することにした。

　まず、サプライチェーンのパフォーマンス

を、アイテム別や拠点別など、複数の切り口

で散布図を使って概観できるようにした。散

布図は、横軸と縦軸にそれぞれ別の量を取

り、データが当てはまる位置に点を打ったグ

ラフで、2つの量の相関を見るのに有効であ

る。例えば、あるアイテムは販売量が多いが

ロスの発生率も高いなど、問題を視覚的に把

握することが容易である。

　次に、そのアイテムをクリックするとPSI

（生産・出荷・在庫）の推移を示すグラフに

ドリルダウンする（集計範囲を 1段階詳細に

する）。PSIを見れば、問題の大半は原因を

容易に推定できるようになる。そこで原因が

生産側にあると判断されれば、工場のライン

別の生産実績にドリルダウンする。すると、

ダイナミックな可視化を活用した業務革新
─SCM・利益管理への活用事例─
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製品別の生産状況が積み上げ棒グラフによっ

て確認でき、何が起きていたのかを視覚的に

判断できる。A社では、このように分析を進

めることで問題の発生原因を特定できるよう

にした。

　また、従来は複数の業務システムからデー

タを取得し、表計算ソフトやデータベースソ

フトを使い、時には何時間もかけていた分析

がわずか数分でできるようになったことで、

ロスの発生原因を定期的に把握することも可

能となった。

　こうした分析を決められたフローに沿って

行うことで次のような効果が得られた。

①原因に応じた適切な対策の検討

　以前は、サプライチェーンで発生している

ロスは、大半が販売計画の精度の低さに原因

があると認識されていた。しかし、実態を

可視化してロスの原因を詳細に追究していく

と、販売計画の精度よりも、生産、開発、物

流に起因するものの方が割合が高いことが見

えてきた。確かに、目立ったロスは販売計画

の精度に主な原因があったが、ロス全体に占

める割合は決して大きくはなかったのであ

る。また、これまでは、販売計画の精度を向

上させる対策として、大きな商談の情報を全

て報告させていたが、ロスに影響を与えるも

のとそうでないものがあることが明らかにな

り、その対策が適切でなかったこともはっき

りした。

　このように、可視化によって実態を正確に

把握できるようになったことで、思い込みに

よる誤った問題認識をなくし、事実に基づい

た適切な対策を検討できるようになったので

ある。

②問題への包括的かつ計画的な取り組み

　A社のアイテム数は 1万を超えており、そ

の需給計画を担当しているのは数人である。

問題の分析ばかりに時間を使えるわけではな

いので、これまでは、大きな問題が発生した

ときにのみ対処していたが、これでは部分的

かつ場当たり的な対応しかできなかった。

　しかし可視化システムを構築して問題の原

因の特定が短時間でできるようになったこと

で、どんな原因でどんなロスがどれだけ発生

しているか、問題の全体像を把握できるよう

になり、優先度を付けて計画的に対策を実行

することが可能になった。

③適切な目標の設定・実行・評価

　従来は、「昨年対比○％のロス削減」とい

うように、十分な根拠がない目標設定の仕方

をしていたが、問題の原因が明確に見えるよ

うになったことで、「○○を実施して数値を

△△だけ改善し□□円の効果を出す」という

ように、具体的で適切な目標設定ができるよ

うになった。

　また、ロスを原因別に定期的に把握できる

ようになったことで、対策の効果を短サイク

ルで確認できるようになった。効果がないこ

とが分かったときも、理由が対策の不徹底に

あるのか、対策の修正が必要なのかの判断も
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容易になった。

④チームワークの強化

　サプライチェーンの議論では、営業部門と

生産部門が対立することが珍しくない。原因

がはっきりしないために責任を押し付け合う

ことになってしまうのである。A社でも、営

業部門が「生産部門の柔軟性のなさが問題」

と主張すれば、生産部門は「営業部門の計画

精度の低さが問題」と言い、議論は平行線で

あった。

　しかし、ダイナミックな可視化によって、

誰が見ても問題がどこにあるかが明らかにな

ると、メンバーの考え方が「誰が悪いのか」

ではなく「われわれはどうすべきなのか」と

いうものに変わっていった。その結果、営業

部門から「品目の集約によるサプライチェー

ンの効率化」が提案されたり、生産部門から

は「販売計画の精度にも影響が大きいものと

小さいものがあるので、優先度を付けて改善

に取り組もう」という提案があったり、問題

の解決に向けた前向きな議論が展開されるよ

うになった。また、全員が同じ情報を見て議

論できるので、コミュニケーションも円滑に

なった。

利益管理における可視化の事例

　製造業のB社は、国内市場の飽和や競合他

社との競争の激化、新商品の乱発などの理由

で、ある事業において利益がほとんど出ない

状況が数年間続いていた。そこで、利益が失

われている実態を構造的に把握すべく、得意

先別、カテゴリー別、商品別、担当者別の利

益率や時間軸での利益率のばらつきなど、あ

らゆる角度で利益の実態を見えるようにし

た。A社と同様にダイナミックな可視化によ

って利益の低下要因を正確かつ包括的に把握

することが可能になったことで、次のような

効果が得られた。

①問題の原因の抽出と適切な対策

　なぜ利益が出ないのかについては、流通か

らの価格圧力、競合他社との競争激化などさ

まざまな理由が言われてきた。しかし、利益

構造を可視化したことで見えてきたのは、顧

客や商品によっては取引規模や販売戦略に適

さないプライシング（価格の決定）が行われ

ており、これを解決するだけでも一定の効果

が期待できるという事実であった。

②問題への包括的かつ計画的な取り組み

　B社では利益がどこで失われているのかを

つかむために原因別のロスを比較した結果、

値引き、販促、リベートを含むプライシング

の適正化が最優先で取り組むべき課題である

との結論に至り、プライシングにメスを入れ

ることを決断し、実行に移すことができた。

このように可視化によって問題の全体像が把

握できれば、優先度を付けた計画的な対策が

可能になる。

③説得力のある効果測定

　可視化とデータ分析により、問題がある

個々の取引が是正できた場合にどれだけの利

特　集
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益改善が可能かを説得力を持って示すことが

可能になった。その背景には、可視化が問題

に対する関係者の理解の共有を実現するこ
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ようになった。
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の業務改革を支援しているが、上記のような

手法を活用して顧客企業のデータを徹底的に
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ったツールを作って評価してみることもよい

だろう。このように有効性を評価してから本

格的な検討に進むべきか否かを判断すること

は、可視化に取り組む際の有効なアプローチ

となるであろう。 ■
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特　集　［ダイナミックアナリティクスの活用］

アナリティクスにおける探索的データ解析
─可視化技術を活用してデータの特徴を捉える─

　データ分析ツールを活用する企業が増えている一方で、十分にデータを活用できていない

という声を聞くことが多い。その理由の 1つに、個別の事情を多く含む企業の業務データは、

従来の統計解析的なアプローチだけでは十分な分析ができないことが挙げられる。本稿では、

可視化技術を活用した “探索的データ解析” の有効性について解説する。

データ分析における“解釈”の難しさ

　近年、データ活用を経営課題と捉える企業

が増えるなかで、データ処理のためのIT基

盤や分析ツールの導入が進んでいる。しか

し、大量データを高速に処理する基盤と、高

度な統計計算を行う分析ツールをそろえただ

けではデータ活用は進まない。最終的にデー

タを基に意思決定するのは人であり、意思決

定するためには、処理されたデータを “解

釈” しなければならない。

　明確な仮説設定さえあれば、統計的な検定

にかけることで、有意水準などの定量的な確

率をもって結果に対する判断が可能である。

ところが、この仮説設定が適切にできなけれ

ば、算出されたデータを解釈することができ

ず、せっかくの解析ツールが意思決定につな

がらず、データ活用が進まないのである。

　これは、ビジネスの構造が複雑で、データ

が現場や顧客の個別事情を多く含んでいるこ

とに起因している。例えば、小売業や製造業

のプロモーションの効果を測定しようと思え

ば、「いつもよりどれだけ売れたのか」を評

価するだろう。しかし「いつも」をどう定義

すればよいのだろうか。厳密には、プロモー

ションを実施したかしなかったかを除く条件

がすべて同一の「いつも」は存在しない。こ

ういうケースでほとんどの企業が採用してい

る評価指標は昨対比（対前年比）である。し

かし、実際は市場に投入する商品も商圏も競

合環境も前年とは変化しており、昨対比で評

価しても根拠が十分でなく、現場が納得でき

るアクションにはつながりにくい。

データ解析の出発点である探索的データ
解析

　一般的に、データ解析には 2つのアプロー

チがある。確証的データ解析と探索的データ

解析である。確証的データ解析は仮説検定

のアプローチであり、ある仮説が正しいかど

うかを統計的、確率論的に検証するものであ

る。探索的データ解析は、1960年ごろに米

国の統計学者J.W.Tukey（テューキー）によ

って提唱されたもので、「視覚的にデータを

捉え、データ自身に仮説を語らせるアプロー

チ」といえる。確証的データ解析が前提とす

る「仮説」を立てる上で、データの構造・分

布をグラフを通じて正確に捉えようとするも

のである。

　データ解析において明確な仮説設定ができ
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ていない状況では、まず探索的データ解析に

よってデータの特徴を捉えることが有効であ

る。これは、市場環境が激しく変化している

場合や、センサーデータのような、これまで

扱ってこなかったデータを相手にするような

場合には特に有益な方法である。

　Tukeyが提唱した箱ひげ図（長方形とその

両側に伸びた線を用いて、最小値、第 1四分

位点、中央値、第 3四分位点、最大値を表し

た図）は 1変量のデータ分布（データの全体

的な特徴）を捉えるのに役立つ。ヒストグラ

ムが 1つの属性値についてのデータ分布を表

現するのに対し、箱ひげ図は属性の異なる複

数のデータの分布を表現できるため、1つの

グラフで効率よくデータの特徴を捉えること

ができる。

　 2つの変量の関係を正確に捉えるためには

散布図（横軸と縦軸にそれぞれ別の量を取

り、データが当てはまる位置に点を打ったグ

ラフ）が、変量が 3つある場合はバブルチャ

ート（散布図の横軸、縦軸の量に加えて、も

う 1つの量を円の大きさで表して配置したグ

ラフ）が有効である。

Webベースのダイナミックな可視化ツール

　グラフを用いて探索的データ解析を実施し

ていると、外れ値（ほかの多くとかけ離れた

値）や異常値（あり得ない値）に出くわすこ

とがある。例えばサプライチェーンの在庫分

析であれば、外れ値や異常値を示すデータが

どの商品なのか、どの拠点なのか、といった

ことを特定したくなる。このようなとき、イ

ンタラクティブに可視化を通じた探索的デー

タ解析ができるツールがあると非常に便利で

ある。ここからは、野村総合研究所（NRI）

における、可視化ツールを利用したデータ活

用の検討事例をいくつか紹介したい。

（1）サプライチェーンにおける在庫分析

　在庫が適正かどうかを評価する上では、欠

品率と在庫水準が主要な指標となる。しか

し、商品の特性や仕入れ条件などから在庫を

多くせざるを得なかったり、販促活動の結果

として欠品が生じたりすることがあり、見え

ている指標だけでは正しく評価できないこと

が多い。

　そのため、在庫分析を実施する際には、拠

点別や商品別に、欠品率や在庫水準などのサ

プライチェーン上のデータの全体観をつかん

だ上で、各拠点や商品ごとのそれら指標の時

系列推移、さらには単日の受注明細までをイ

ンタラクティブに検証できる環境を持つこと

が必要である。

　次ページの図 1は、NRIの可視化ツールの

画面の例で、拠点別・商品別の指標数値を表

す散布図から、時系列推移、単日明細といっ

た具合にデータを詳細化して表示した例であ

る。販促活動の実績も、実施期間に応じた長

さのバー（中段の図の上部にある棒状の図形）

で表現している。そこにカーソルを当てるこ

とにより、どのようなキャンペーンをいつか

野村総合研究所
サービス・産業ソリューション第一事業本部
産業ビジネスデザイン部
主任コンサルタント
末次浩詩（すえつぐひろし）
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ティング分析、マシンデータ活用
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サービス・産業ソリューション第一事業本部
産業ビジネスデザイン部
上級コンサルタント
平山文洋（ひらやまふみひろ）
専門は業務革新、サプライチェーンマネジメ
ント、ビジネスアナリティクス

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2014年8月号14

らいつまで実施したのかといった定性情報を

確認することもできるようになっている。

（2）顧客動向分析

　ID-POSに代表される、顧客を識別できる

購買データが取得できるようになったこと

で、企業は顧客ごとの来店頻度や購入金額な

どを正確に把握できるようになり、顧客にス

テータスを付与してそれに応じた施策を実施

できるようになった。

　企業が実施するさまざまなキャンペーンや

その他の施策に効果があるのかどうかを検証

するためには、ある時点であるステータスに

いた顧客が、翌月・翌四半期・翌年にどのス

テータスになっているか、すなわち “個” 客

の “フロー” を追うことが求められるが、フ

ローまで追えているケースは少なく、ステー

タスの構成、すなわち “ストック” の推移を

確認するにとどまるケースが多い。

　しかし最近はSankey（サンキー）ダイヤ

グラムと呼ばれるチャートが登場し、ストッ

クとフローの情報を同時に表現することが可

能である。図 2は、可視化ツールを使って顧

客ステータスの変化をSankeyダイヤグラム

で表したものである。新規入会した顧客群を

表すバー（上段のグラフの左上の棒状図形。

バーの長さが顧客数を表す）をクリックする

と、それらの顧客がその後どのようなステー

タスになっていくかを、人数とともに示した

詳細な図を表示させることができる。

（3）多変量構造の把握

　多変量のデータは、その構造を正確に把握

することが極めて難しい。因果と相関の区別

は困難であるし、実際には相関関係がない 2

変量について、散布図を描いてみるとあたか

も相関があるかのように見えてしまう、いわ

ゆる見せかけの相関（共通の決定要因が存在

すること）にも注意する必要がある。

　多変量解析では、変量間の関係を表す指標

に偏相関係数がある。これは、2つの変量の

関係について、他の変量の影響を排除した相

特　集

図１　可視化ツールによる在庫分析の例

拠点別・商品別の指標数値

単日の受注明細

時系列推移
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関を示す指標である。偏相関係数

は母集団としてある程度のサンプ

ル数が必要な上、外れ値の影響を

大きく受けるため、突発的な出来

事によって相関が過剰に高く算出

されることも多い。

　このような多変量解析において

も可視化は有効である。誌面の都

合で図は示せないが、平行座標プ

ロット（parallel coordinate）とい

う図表を最近の可視化技術で表現

すると、 1つの変数の数値を動か

していくと他の変数がどのように

変化するかを視覚的に検証するこ

とができる。

スモールスタートのデータ活用

　データ活用を進める上で、明確
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図２　可視化ツールによる顧客動向分析の例
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　昨今、ビッグデータ分析などのデータ活用の取り組みが進んできたことに伴い、データの

可視化（ビジュアライゼーション）技術も進化を遂げている。本稿では、可視化技術が進

化してきた背景や、野村総合研究所（NRI）でも採用しているオープンソースソフトウェア

（OSS）の「D3」の概要や可能性について解説する。

進化する可視化技術

　2008年にドラフトが発表されたHTML5

（Webページを記述する言語の改訂版）は、

描画機能を大幅に強化している。Internet 

Explorerはバージョン 9以降でHTML5に対

応しており、他の代表的なWebブラウザー

も新しいバージョンであれば同様である。

　HTML5やその関連技術が登場したことに

より、従来のWeb技術だけでは難しいとさ

れていた可視化機能が実現されるようにな

った。その 1つにインラインSVG（Scalable 

Vector Graphics）がある。SVGはベクター

画像（点の座標とそれを結ぶ線や面の方程式

で表した画像）をHTMLドキュメントに直

接埋め込むための汎用データ形式で、Web

ブラウザーでこれまで以上に視覚効果の高い

グラフの表示が可能になった。

　近年、このような可視化技術への注目は

高く、可視化によって新たな解釈を与える

ことを目的とした「データジャーナリズム」

や「データ駆動型ジャーナリズム」という言

葉も生まれている。ニューヨークタイムズ

紙が、オバマ政権の2013年度国家予算案や、

Facebook社が株式を公開した際の市場の評

価を可視化した記事などは有名である。

強力な可視化ライブラリー「D3」

　NRIが注目している最近の可視化技術の 1

つに「D3（Data-Driven Documents）」があ

る。これはJavaScript（簡易プログラミング

言語の 1つ）によるデータ可視化のためのラ

イブラリー（部品化されたプログラムのまと

まり）で、前述のニューヨークタイムズ紙の

記事でも利用されている。

　「D3」はOSSであり、商用か非商用かを問

わず無料で使用でき、改造や修正も可能であ

る。これまでグラフを作成するためのライブ

ラリーはいくつもあったが、「D3」のように

ゼロからグラフを作るためのものは少ない。

企業におけるデータ分析は、担当者や業務の

特徴などに応じて使用する指標や切り口とな

る軸が異なるため、定型的なグラフではカバ

ーしにくい。「D3」の利用価値が高いのはそ

のような場面においてである。

「D3」活用のポイント

　「D3」の公式サイトでは視覚効果に優れた

グラフのサンプルが数多く公開されており、

「D3」を使ってどのような表現ができるのか

特　集　［ダイナミックアナリティクスの活用］

可視化ライブラリー「D3」の有用性
─「D3」を使った柔軟性の高い可視化ツール─
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を知ることができる

（d3js.org参照）。テン

プレート（ひな型）は

用意されていないが、

「Example」のページ

からソースコードをダ

ウンロードしてカスタ

マイズすればさまざま

なグラフを作成するこ

とができる。

　このように「D3」は

柔軟性が高いが、ソー

スコードを使ってゼロからグラフを作るのは

かなり手間のかかる作業である。そこでNRI

では「D3」をベースにした可視化ツールを

開発し、各業界に応じたデータ可視化のテン

プレート化を進めてきた。この可視化ツール

は、散布図（横軸と縦軸にそれぞれ別の量を

取り、データが当てはまる位置に点を打った

グラフ）、棒グラフ、地図などの汎用的なグ

ラフの見せ方を、Webブラウザー上でドラ

ッグ＆ドロップするだけで設定し、その場で

保存できる機能を持っている。これはユーザ

ー（ログインID）単位で行うことができる。

また、表示するデータの範囲をユーザーに応

じて設定することも可能である。

　このようなテンプレート化と簡易で柔軟な

設定機能により、専門知識がなくても「D3」

を活用した可視化を容易に行えるのがNRIの

可視化ツールである。

「D3」によるデータ活用の可能性

　データ活用は、実際にやってみないと成果

が得られるかどうか分からないところがあ

る。そのため、なかなかシステムへの投資に

踏み切れないケースは少なくない。しかし、

クラウドサービスを活用してIT基盤への投

資を不要にすることが一般的になってきたよ

うに、「D3」のようなOSSのライブラリーの

登場により、大きな投資をすることなくデー

タ活用に取り組むことや、効果検証のために

まず始めてみることが可能になってきた。

　「D3」は、OSSであることのコストメリッ

トや、一般的なWeb技術を利用している柔

軟性から、業務システムにデータ可視化機能

を組み込む目的にも適している。今後、企業

のデータ活用の検討において「D3」が有力

な選択肢になることは間違いない。 ■

野村総合研究所
サービス・産業ソリューション第一事業本部
産業システム基盤部
システムエンジニア
伊藤貴之（いとうたかゆき）
専門はアプリケーションの設計・開発・標準
化、AWSを利用した基盤構築

野村総合研究所
サービス・産業ソリューション第一事業本部
産業システム基盤部
システムエンジニア
金澤　圭（かなざわけい）
専門はWebアプリケーションの設計・開発・標
準化、AWS基盤の構築

　　図１　「D3」を取り入れたNRIの可視化ツール
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特　集　［ダイナミックアナリティクスの活用］

アナリティクスに求められる人材
─実践的なデータ分析の取り組みのために─

　商品開発やマーケティング、顧客サービス、エンジニアリングなどのさまざまな分野で、

統計的なデータ分析（アナリティクス）を役立てようという企業が増えている。このような

データ分析に必要なのは、統計学や数学の専門能力よりも、むしろ業務の目線で仮説を構築

する力である。本稿では、アナリティクスに必要な人材とはどういうものかを考察する。

曖昧な「データサイエンティスト」像

　売上高や顧客属性といった以前からのデー

タに加え、Webサイトへのアクセス履歴や

コールセンターに寄せられる声、位置情報、

画像データなどのいわゆるビッグデータを扱

う環境が整ってきたことで、データ分析を業

務やビジネスに役立てようという企業が増え

ている。そのデータ分析の専門家として注目

されているのが「データサイエンティスト」

である。今、その人材不足が声高に叫ばれて

いる。

　データサイエンティストは、その言葉の響

きから「理系卒で、統計学や数学などの学位

を持つ人」といったイメージを持たれること

が多い。事実、Facebook社やTwitter社など

はそのような条件で人材を募集している。し

かし、データサイエンティストが持つべき具

体的な技能や資格が定まっているわけではな

い。2013年 5月に設立された一般社団法人デ

ータサイエンティスト協会のWebサイトに

は「人材の期待役割とスキルセットのミスマ

ッチによって、成果が得られない、経験や能

力を活かせないといった状況が頻発してい

る」（要約）との説明がある。

データ活用の2つのタイプ

　人材のミスマッチを避ける上で、データ活

用には 2つのタイプがあることを理解してお

くべきだろう。

　 1つは、他社にない独自の数理モデルを開

発するもので、理系の専門能力が要求され、

数学や物理学を修めた人材が求められること

も多い。例えば、ナビゲーションサービスで

最適な経路を探索するためのアルゴリズムを

新たに開発し、他社のサービスとの差別化を

図るようなケースである。

　もう 1つは、既存の統計モデルをデータに

適用して何かを発見したり、一定の傾向に基

づいた予測と検証を行ったりするもので、こ

の場合はさまざまな分析機能を搭載したツー

ルを使うことが多い。どの手法を使えば何が

できるのかという知識があれば、高度な数学

の知識がなくても分析が可能である。

　Facebook社のようなネット企業や金融業

の商品設計部門などを除けば、現在多くの一

般企業の現場で求められるのは後者のタイプ

のデータ分析だろう。以下では、このような

データ分析で成果を上げている企業の例を紹

介したい。
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データ分析に基づく顧客経験価値の向上

　日本航空のWebサイトでは、国際線・国

内線の航空券やパッケージツアー、ホテル宿

泊、レンタカーなどの予約・販売を行ってい

る。同社のWeb販売部は月間 2億件のアクセ

ス履歴と約2,800万人の会員データを分析し

て、Web上の顧客経験価値を向上させるた

めの施策を実施している。例えば、ある旅行

パッケージ商品について、その商品に関心を

持つと思われる顧客属性を推定し、その属性

を持つ顧客に対して最適な商品をお勧めする

といった試みである。顧客がスムーズにサイ

トを利用できるようになれば顧客満足度や成

約率の向上も期待できる。

　このような施策では、分析用のデータベー

スを整備し、多変量解析などの手法を実装し

たデータマイニングツールを使って試行錯誤

を繰り返しながら分析・検証を行う必要があ

る。同社では10名弱の分析担当者がツールを

駆使して分析を行っているが、担当者は全員

が文系である。チームのリーダーは「分析に

本当に必要なのは、統計学の学位というより

もビジネスの知見だと考えています。現実の

施策につながる仮説を生み出す発想力が非常

に重要だと痛感しています」と言う。担当者

の多くは営業やマーケティングの経験者だ

が、それでも全ての業務領域について詳細な

知見を持つことは不可能だ。そのため、それ

ぞれの現場と連携するためのコミュニケーシ

ョン能力も重要だという。

実践的なトレーニングが早道

　筆者が支援に関わったある企業では、営業

活動の改善にデータ分析を役立てたいと考え

ていたものの、その方法が分からないという

問題を抱えていた。そこで、顧客からの苦情

に基づいて仮説を立て、それを裏付けるため

の分析を行うことにした。

　具体的には、コンタクトセンターの対応記

録から、把握したい出来事に関わるキーワー

ドを抽出して問題についての仮説を立て、そ

れをテキストマイニングツールで分析して検

証する。営業活動を管理する担当者が分析を

行い、定期的に営業スタイルを改善するとい

うサイクルが出来上がった。

　ツールの操作は容易でも、実際にどんな分

析を行えばよいかは経験がないとイメージ

しにくい。この企業の場合は、社内に分析

の経験者がいなかったため、野村総合研究

所（NRI）が支援してツールを使った実践的

なトレーニングを実施した。一方、前述の日

本航空の場合はチーム内の分析経験者が指導

し、「習うより慣れろ」式の実務経験を積ん

でいく方法で分析担当の人材を育てている。

　アナリティクスに必要なのは、業務目線で

仮説を構築し検証する姿勢であり、技能は後

からついてくる。人材不足といった言説に惑

わされることなく、実践的で現実的な取り組

みをスタートさせることが求められる。 ■

野村総合研究所
システムコンサルティング事業本部
戦略IT研究室
主任研究員
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専門はIT戦略やマーケティングなどに
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ポイントプログラムの効果の最大化
─改善施策を可能にする費用対効果の測定─

　1980年代の終わりに初めて出現したポイントプログラムは、今では多種多様な業態で導

入されコモディティー（汎用品）化した感がある。それによって差別化が難しくなったこと

で、導入企業にとって運用の高度化・効率化が重要になっている。本稿では、ポイントの付

与・還元に焦点を当てた費用対効果測定と、改善施策立案の方法について解説する。

コモディティー化したポイントプログラム

　現在、日本ではポイントプログラムが多種

多様な業態で活用されており、その総数の把

握が不可能なほどである。とりわけ家電量

販店やスーパー、ドラッグストア、コンビニ

など、消費者に直接、物を販売する業態では

ほとんどがポイントプログラムを導入してお

り、消費者はどこで買い物をしても何らかの

ポイントを貯められるようになっている。

　このような状況は消費者の意識にも現れて

いる。野村総合研究所（NRI）が実施した複

数の意識調査でポイントやマイレージの保有

に関して聞くと、ポイントを「貯めている」

と認識している比率（業態ごと）は、2005年

では高い業態でも40%強だったが、2009年以

降は家電量販店やドラッグストア、スーパー

などでは80%前後にも上っている。

　このように今やポイントプログラムは企

業・消費者双方にとって「あって当たり前」

のような存在になった。その反面、どの店で

も同じようなポイントプログラムが導入され

ているため、ポイントプログラムが差別化の

要素になりにくくなっている。いわば顧客サ

ービスとしてのポイントプログラムがコモデ

ィティー化しているのである。

求められる運用の高度化

　コモディティー化したからといって、ポイ

ントプログラムがその役割を終えたと断じる

のは早計である。ポイントプログラムには、

値引き代わりのインセンティブという直接的

な効果だけでなく、得られたさまざまなデー

タを分析することによって、品ぞろえや販促

活動の最適化を実現させるといった間接的な

効果があるからだ。

　ポイントプログラム導入企業は、ポイント

会員向けに差別化されたサービスや、特定の

会員を対象とした販促など、運用面を高度化

させていくことによって直接、間接の 2つの

効果を一層高めていく必要がある。

“ポイントROI”の測定

　ポイントプログラムの運用の高度化には、

運用効率すなわち費用対効果（ROI）の “見

える化” と改善施策が欠かせない。ここでは

その一例として、NRIが提唱する “ポイント

ROI” の基本概念と、それに基づく改善施策

の立案について説明する。

　インセンティブとしてのポイントは、それ
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が消費者に付与される際と、支払いへの充当

や特典との交換などで企業側に還元される際

の、2つのシーンで効果が発揮される。

　付与される際の効果（付与効果）は「ポイ

ントを貯めるためにその店舗を選ぶ」という

ことである。これはポイントの付与対象とな

った売上総額に対するポイント付与による貢

献分で、以下の式で表すことができる。

　 売上総利益貢献額A＝ポイント付与貢献売

上×売上総利益率

　還元効果は「貯まったポイントを使って、

普段は買わない（特に高額の）商品を購入す

る」ということである。これはその利用総額

を基準に以下の式で表すことができる。

　 売上総利益貢献額B＝ポイント利用総額×

ポイント売上倍率×売上総利益率

　ポイントの最終的な利益貢献額（D）は、ポ

イントの運用コスト（ポイントの原資負担額、

プログラムの運営に要する人件費、システム

費、販促費の合計額）をCとすると、以下の

式で表すことができる。

　D＝（A＋B）－C

　Dがプラスであればポイントプログラムは

利益を生み出していると見なすことができ

る。またDをCで除することにより、投入コ

ストに対して生み出される利益の割合（ポイ

ントROI）が算出される。

　算出したポイントROIに関して、NRIでは

付与効果、還元効果、費用の 3分類で 6つの

指標（ポイント付与対象売上高、ポイント付

与による売上貢献率、ポイント還元総額、ポ

イント還元による購買創出貢献率、1ポイン

ト当たりの購買創出倍率、ポイント関連支出

総額）を設定している。各指標について業界

平均との比較を行いながら、ポイント付与率

の変更やステージ制度の導入といったプログ

ラム内容や、付与効果・還元効果が期待でき

ない会員の特定と販促内容の差別化といった

業務レベルの両面で改善施策を立案する。

効果の最大化に向けて

　本稿では、インセンティブの側面に焦点を

当てたポイントプログラムの費用対効果の測

定と、その改善施策立案までの方法論を述べ

たが、こうした取り組みは継続的に実施して

いく必要がある。新たなポイントプログラム

は常に他社に模倣され、程なくして競争優位

を失ってしまう可能性が高い。どの業態でも

主要企業各社のポイントプログラムが類似し

たものであることはその証拠である。

　模倣に対抗するためには、先に進み続ける

必要がある。消費者から見れば同じようなサ

ービス内容であったとしても、その裏にある

顧客分析に基づいた施策や、それを支えるシ

ステムや業務の流れはポイントプログラムの

効率を大きく左右する。ポイントプログラム

は常に一般化していくことを踏まえて、定期

的にプログラムの効果を測定し、具体的な運

用のレベルでその改善を続けていくことが大

切である。 ■

野村総合研究所
コンサルティング事業本部
ICT・メディア産業コンサルティング部
上級コンサルタント
冨田勝己（とみたかつみ）
専門は会員基盤を活用したCRM戦略や事業戦略
の立案・実行支援
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マーケティング戦略の効果を科学的に “見える化” し、
効果を最大化することを目的とした総合支援サービス
コンサルティング業務を通じて独自に開発したインタ
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コールセンターからマーケティング部門までさまざまな
ビジネスシーンで活用可能なテキストマイニングツール
テスト工程の効率化を実現するテスト自動実行支援ツ
ール
オープンソースソフトウェアにより高品質な業務シス
テムを構築するワンストップサービス
ITサービスの品質向上とコスト最適化を実現するシス
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